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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 111 施設名 弥栄定住化推進住宅10
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 安城

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

112.81㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

21,998
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,595
(A)-(B)
効果額

19,403

⑴ 棟名称 弥栄定住化住宅10 建築年 平成5年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,403

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成30年度末
に25年が経過するため、平成31年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成31年度入居者譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 112 施設名 弥栄定住化推進住宅11
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 安城

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

122.24㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

23,837
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,812
(A)-(B)
効果額

21,025

⑴ 棟名称 弥栄定住化住宅11 建築年 平成5年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

21,025

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成30年度末
に25年が経過するため、平成31年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成31年度入居者譲渡

228



Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 113 施設名 弥栄定住化推進住宅12
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 安城

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

112.56㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

21,949
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,589
(A)-(B)
効果額

19,360

⑴ 棟名称
弥栄定住推進住宅
12

建築年 平成5年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,360

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成30年度末
に25年が経過するため、平成31年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成31年度入居者譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 114 施設名 弥栄定住化推進住宅13
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 杵束

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

110.70㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

21,587
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,546
(A)-(B)
効果額

19,040

⑴ 棟名称
弥栄定住化推進住
宅13

建築年 平成6年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,040

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成31年度末
に25年が経過するため、平成32年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成32年度入居者譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 115 施設名 弥栄定住化推進住宅14
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 杵束

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

113.09㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

22,053
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,601
(A)-(B)
効果額

19,451

⑴ 棟名称
弥栄定住化推進住
宅14

建築年 平成6年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,451

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成31年度末
に25年が経過するため、平成32年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成32年度入居者譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 116 施設名 弥栄定住化推進住宅15
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 杵束

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

112.81㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

21,998
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,595
(A)-(B)
効果額

19,403

⑴ 棟名称
弥栄定住化推進住
宅15

建築年 平成6年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,403

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成31年度末
に25年が経過するため、平成32年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成32年度入居者譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 117 施設名 大和屋住宅
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

210.77㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

41,100
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

4,848
(A)-(B)
効果額

36,252

⑴ 棟名称 大和屋住宅 建築年 明治26年 構　造

木造
延床
面積

33.64㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

6,560
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

774
(A)-(B)
効果額 5,786

⑵ 棟名称 大和屋住宅土蔵 建築年 明治26年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
360千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

42,039

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

番　号 118 施設名 塚ノ元住宅１号棟
施設(棟)別 方針 単独建替え

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

82.02㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

15,994
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

15,994
(A)-(B)
効果額 0

⑴ 棟名称
塚ノ元住宅１号棟
Ａ

建築年 昭和30年 構　造

木造
延床
面積

66.02㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

12,874
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

12,874
(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称
塚ノ元住宅１号棟
Ｂ

建築年 昭和30年 構　造

木造
延床
面積

57.02㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

11,119
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

11,119
(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称
塚ノ元住宅１号棟
Ｃ

建築年 昭和30年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

木造
延床
面積

66.02㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

12,874
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

12,874
(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称
塚ノ元住宅１号棟
Ｄ

建築年 昭和30年 構　造

木造
延床
面積

66.02㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

12,874
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

12,874
(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称
塚ノ元住宅１号棟
Ｅ

建築年 昭和30年 構　造

木造
延床
面積

72.02㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

14,044
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

14,044
(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称
塚ノ元住宅１号棟
Ｆ

建築年 昭和30年 構　造

－ －

主な
内容

戸数変更ないため指定管理料増減無し

(A)-(B)
効果額計

0

内　容

平成27年度に新しく大坪住宅を建設し平成28年4月1日に供用開始。塚ノ元住宅
1号棟は平成28年度に解体

目標時期 平成27年度単独建替え
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 119 施設名 塚ノ元住宅2号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

55.66㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

10,854
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,280
(A)-(B)
効果額 9,574

⑴ 棟名称
塚ノ元住宅２号棟
Ａ

建築年 平成13年 構　造

木造
延床
面積

55.66㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

10,854
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,280
(A)-(B)
効果額 9,574

⑵ 棟名称
塚ノ元住宅２号棟
Ｂ

建築年 平成13年 構　造

木造
延床
面積

55.66㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

10,854
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,280
(A)-(B)
効果額 9,574

⑶ 棟名称
塚ノ元住宅２号棟
Ｃ

建築年 平成13年 構　造
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

木造
延床
面積

55.67㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

10,856
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,280
(A)-(B)
効果額 9,575

⑷ 棟名称
塚ノ元住宅２号棟
Ｄ

建築年 平成13年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
216千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

38,296

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の浜
田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的とし
た住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入居者等
への譲渡を検討する。当該施設は長屋形式であり、一軒家の住宅を入居者へ譲渡する
場合と異なり、様々な調整が必要であることから、民間譲渡も視野にいれて検討予
定。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 120 施設名 塚ノ元住宅3号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

91.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

17,745
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,093
(A)-(B)
効果額

15,652

⑴ 棟名称 塚ノ元住宅3 建築年 平成21年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

15,652

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 121 施設名 上神代屋住宅
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

161.89㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

31,569
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

3,723
(A)-(B)
効果額

27,845

⑴ 棟名称 上神代屋住宅 建築年 昭和58年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

27,845

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 122 施設名 城北住宅1号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

114.20㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

22,269
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,627
(A)-(B)
効果額

19,642

⑴ 棟名称 城北住宅1 建築年 平成5年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,642

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 123 施設名 城北住宅2号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

116.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

22,620
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,668
(A)-(B)
効果額

19,952

⑴ 棟名称 城北住宅2 建築年 平成7年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,952

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 124 施設名 城北住宅3号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

116.73㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

22,762
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,685
(A)-(B)
効果額

20,078

⑴ 棟名称 城北住宅3 建築年 平成7年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

20,078

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 125 施設名 錦ケ岡住宅1号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

112.18㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

21,875
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,580
(A)-(B)
効果額

19,295

⑴ 棟名称 錦ケ岡住宅1 建築年 平成11年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,295

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。

254



Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 126 施設名 錦ケ岡住宅2号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

108.66㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

21,189
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,499
(A)-(B)
効果額

18,690

⑴ 棟名称 錦ケ岡住宅2 建築年 平成11年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

18,690

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 127 施設名 錦ケ岡住宅3号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

106.64㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

20,795
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,453
(A)-(B)
効果額

18,342

⑴ 棟名称 錦ケ岡住宅3 建築年 平成12年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

18,342

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 128 施設名 錦ケ岡住宅4号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

105.75㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

20,621
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,432
(A)-(B)
効果額

18,189

⑴ 棟名称 錦ケ岡住宅4 建築年 平成12年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

18,189

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 129 施設名 錦ケ岡住宅5号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

101.87㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

19,865
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,343
(A)-(B)
効果額

17,522

⑴ 棟名称 錦ケ岡住宅5 建築年 平成12年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

17,522

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 130 施設名 錦ケ岡住宅6号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

172.02㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

33,544
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

3,956
(A)-(B)
効果額

29,587

⑴ 棟名称 錦ケ岡住宅6 建築年 平成8年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
336千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

29,587

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 131 施設名 長安住宅1号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

126.32㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

24,632
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,905
(A)-(B)
効果額

21,727

⑴ 棟名称
長安住宅１号棟
Ａ

建築年 平成10年 構　造

木造
延床
面積

126.32㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

24,632
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,905
(A)-(B)
効果額

21,727

⑵ 棟名称
長安住宅１号棟
Ｂ

建築年 平成10年 構　造

木造
延床
面積

126.32㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

24,632
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,905
(A)-(B)
効果額

21,727

⑶ 棟名称
長安住宅１号棟
Ｃ

建築年 平成10年 構　造
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

木造
延床
面積

126.32㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

24,632
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,905
(A)-(B)
効果額

21,727

⑷ 棟名称
長安住宅１号棟
Ｄ

建築年 平成10年 構　造

木造
延床
面積

126.32㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

24,632
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,905
(A)-(B)
効果額

21,727

⑸ 棟名称
長安住宅１号棟
Ｅ

建築年 平成10年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
220千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

108,635

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の浜田市公
営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的とした住宅であ
り、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入居者等への譲渡を検討す
る。当該施設は長屋形式であり、一軒家の住宅を入居者へ譲渡する場合と異なり、様々な調
整が必要であることから、民間譲渡も視野にいれて検討予定。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 132 施設名 長安住宅2号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

104.88㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

20,452
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,412
(A)-(B)
効果額

18,039

⑴ 棟名称
長安住宅２号棟
Ａ

建築年 平成11年 構　造

木造
延床
面積

104.88㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

20,452
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,412
(A)-(B)
効果額

18,039

⑵ 棟名称
長安住宅２号棟
Ｂ

建築年 平成11年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
220千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

36,079

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の浜田市公
営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的とした住宅であ
り、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入居者等への譲渡を検討す
る。当該施設は長屋形式であり、一軒家の住宅を入居者へ譲渡する場合と異なり、様々な調
整が必要であることから、民間譲渡も視野にいれて検討予定。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 133 施設名 長安住宅3号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

54.39㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

10,606
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,251
(A)-(B)
効果額 9,355

⑴ 棟名称
長安住宅３号棟
Ａ

建築年 平成13年 構　造

木造
延床
面積

54.16㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

10,561
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,246
(A)-(B)
効果額 9,316

⑵ 棟名称
長安住宅３号棟
Ｂ

建築年 平成13年 構　造

木造
延床
面積

54.16㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

10,561
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,246
(A)-(B)
効果額 9,316

⑶ 棟名称
長安住宅３号棟
Ｃ

建築年 平成13年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

木造
延床
面積

53.25㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

10,384
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,225
(A)-(B)
効果額 9,159

⑷ 棟名称
長安住宅３号棟
Ｄ

建築年 平成13年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
220千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

37,145

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の浜田市公
営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的とした住宅であ
り、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入居者等への譲渡を検討す
る。当該施設は長屋形式であり、一軒家の住宅を入居者へ譲渡する場合と異なり、様々な調
整が必要であることから、民間譲渡も視野にいれて検討予定。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 134 施設名 長安住宅4号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

126.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

24,570
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,898
(A)-(B)
効果額

21,672

⑴ 棟名称 長安住宅4 建築年 平成18年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

21,672

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 135 施設名 栃木住宅1号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

113.51㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

22,134
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,611
(A)-(B)
効果額

19,524

⑴ 棟名称 栃木住宅1 建築年 平成12年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,524

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 136 施設名 栃木住宅2号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

138.75㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

27,056
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

3,191
(A)-(B)
効果額

23,865

⑴ 棟名称 栃木住宅2 建築年 平成12年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

23,865

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 137 施設名 栃木住宅3号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

121.27㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

23,648
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,789
(A)-(B)
効果額

20,858

⑴ 棟名称 栃木住宅3 建築年 平成17年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

20,858

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 138 施設名 栃木住宅4号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

114.48㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

22,324
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,633
(A)-(B)
効果額

19,691

⑴ 棟名称 栃木住宅4 建築年 平成17年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,691

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 139 施設名 栃木住宅5号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

140.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

27,300
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

3,220
(A)-(B)
効果額

24,080

⑴ 棟名称 栃木住宅5 建築年 平成18年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

281



Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

24,080

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 140 施設名 栃木住宅6号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

125.60㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

24,492
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,889
(A)-(B)
効果額

21,603

⑴ 棟名称 栃木住宅6 建築年 平成19年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

21,603

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 141 施設名 栃木住宅7号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

140.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

27,300
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

3,220
(A)-(B)
効果額

24,080

⑴ 棟名称 栃木住宅7 建築年 平成19年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

24,080

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 142 施設名 寺組住宅1号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

106.91㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

20,847
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,459
(A)-(B)
効果額

18,389

⑴ 棟名称
寺組住宅１号棟
Ａ

建築年 平成12年 構　造

木造
延床
面積

108.65㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

21,187
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,499
(A)-(B)
効果額

18,688

⑵ 棟名称
寺組住宅１号棟
Ｂ

建築年 平成12年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
264千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

37,076

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の浜田市公
営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的とした住宅であ
り、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入居者等への譲渡を検討す
る。当該施設は長屋形式であり、一軒家の住宅を入居者へ譲渡する場合と異なり、様々な調
整が必要であることから、民間譲渡も視野にいれて検討予定。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 143 施設名 寺組住宅2号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

103.61㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

20,204
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,383
(A)-(B)
効果額

17,821

⑴ 棟名称
寺組住宅２号棟
Ａ

建築年 平成12年 構　造

木造
延床
面積

103.61㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

20,204
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,383
(A)-(B)
効果額

17,821

⑵ 棟名称
寺組住宅２号棟
Ｂ

建築年 平成12年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
264千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

35,642

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の浜田市公
営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的とした住宅であ
り、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入居者等への譲渡を検討す
る。当該施設は長屋形式であり、一軒家の住宅を入居者へ譲渡する場合と異なり、様々な調
整が必要であることから、民間譲渡も視野にいれて検討予定。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 144 施設名 寺組住宅3号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

101.23㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

19,740
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,328
(A)-(B)
効果額

17,412

⑴ 棟名称
寺組住宅３号棟
Ａ

建築年 平成12年 構　造

木造
延床
面積

103.45㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

20,173
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,379
(A)-(B)
効果額

17,793

⑵ 棟名称
寺組住宅３号棟
Ｂ

建築年 平成12年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
264千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

35,205

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の浜田市公
営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的とした住宅であ
り、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入居者等への譲渡を検討す
る。当該施設は長屋形式であり、一軒家の住宅を入居者へ譲渡する場合と異なり、様々な調
整が必要であることから、民間譲渡も視野にいれて検討予定。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。

292



Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 145 施設名 寺組住宅4号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 安城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

129.96㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

25,342
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,989
(A)-(B)
効果額

22,353

⑴ 棟名称 寺組住宅4 建築年 平成6年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

293



Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

22,353

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 146 施設名 下谷住宅1号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

104.60㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

20,397
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,406
(A)-(B)
効果額

17,991

⑴ 棟名称 下谷住宅1 建築年 平成23年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

17,991

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 147 施設名 下谷住宅2号棟
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 地域定住住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

106.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

20,670
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,438
(A)-(B)
効果額

18,232

⑴ 棟名称 下谷住宅2 建築年 平成24年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

1戸あたりの年間指定管理料約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約
276千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

18,232

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 148 施設名 八戸川農村公園
施設(棟)別 方針 地元譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 旭
大分類 公園 小分類 公園

地　区 和田

担当課 旭支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

21.23㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

4,140
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

488
(A)-(B)
効果額 3,652

⑴ 棟名称 公衆トイレ 建築年 平成15年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

維持管理費なし

(A)-(B)
効果額計

3,652

内　容

平成29年度からの地元譲渡に向けて、戸川自治会等と協議を進める。

目標時期 平成29年度から地元譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

597.24㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

268,161
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

13,737
(A)-(B)
効果額

254,424

⑴ 棟名称 ごみ処理センター 建築年 昭和59年 構　造

自治区 三隅
大分類 供給処理施設 小分類 供給処理施設

地　区 三隅

担当課 三隅支所市民福祉課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 149 施設名 三隅ごみ処理センター
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

既に経費発生せず

(A)-(B)
効果額計

254,424

内　容

平成22年3月31日をもって全施設の使用を終了し、ごみ処理施設としての用途を
廃止した。既にボランティア清掃や海辺清掃等の際に収集される大量不燃ごみの一
時仮置きの場所として、また古着回収時の一時保管場所、廃乾電池の集積場所とし
て活用しており、今後も使用できる限りは継続したいと考えている。

目標時期 廃止済

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

91.96㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

41,290
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,115
(A)-(B)
効果額

39,175

⑴ 棟名称 浸出液処理施設 建築年 昭和63年 構　造

自治区 三隅
大分類 供給処理施設 小分類 供給処理施設

地　区 三隅

担当課 三隅支所市民福祉課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 150 施設名 一般廃棄物最終処分場
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

既に経費発生せず

(A)-(B)
効果額計

39,175

内　容

平成22年3月31日をもって施設を閉鎖し、平成23年3月末日をもって埋立処分が
終了している。その後水質検査を行った結果、環境へ与える影響もないことから、
平成26年7月1日付けで島根県より廃止確認済証の交付を受け、平成27年度当初
に用途廃止を行っている。

目標時期 廃止済

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

304



Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

89.25㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

17,404
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,053
(A)-(B)
効果額

15,351

⑴ 棟名称 旧落合金次郎宅 建築年 不明 構　造

自治区 浜田
大分類 その他 小分類 その他

地　区 浜田

担当課 地域福祉課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

番　号 151 施設名 旧落合金次郎宅
施設(棟)別 方針 廃止(耐用年数経過後)

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

維持管理費なし

(A)-(B)
効果額計

15,351

内　容

建物自体が老朽化しており、危険家屋になりつつある。市街地に位置しているが、
建物の後ろは急斜面となっており、両隣に民家がある。修繕経費もかかるため、取
り壊しの検討が必要と考える。
平成28年度中に方針を決定する。

目標時期 平成28年度中方針決定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

鉄骨造
延床
面積

73.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

12,191
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

12,191
(A)-(B)
効果額 0

⑴ 棟名称 長沢防災備蓄倉庫 建築年 不明 構　造

自治区 浜田
大分類 その他 小分類 その他

地　区 石見

担当課 安全安心推進課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

番　号 152 施設名 長沢防災備蓄倉庫
施設(棟)別 方針 単独建替え

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

単独建替えのため効果額なし

(A)-(B)
効果額計

0

内　容

長沢町地内、旧ヘリポート内の備蓄倉庫について、備蓄物資保管に関して手狭と
なっていること及び老朽化により雨漏りがあることなどから、平成29年度以降、
予算確保でき次第建替えを予定。

目標時期 平成29年度以降単独建替え

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

番　号 153 施設名 周布駅舎
施設(棟)別 方針

廃止(耐用年数経過後)
※駐輪場は廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 浜田
大分類 その他 小分類 その他

地　区 周布

担当課 まちづくり推進課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

82.70㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

16,127
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,902
(A)-(B)
効果額

14,224

⑴ 棟名称 駅舎 建築年 不明 構　造

鉄骨造
延床
面積

59.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

9,853
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,357
(A)-(B)
効果額 8,496

⑵ 棟名称 駐輪場 建築年 不明 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ 67

主な
内容

トイレの合併浄化槽の保守料（67千円/年）が廃止年度(未定)から不要となるが、
時期未定

(A)-(B)
効果額計

22,720

内　容

◆駅舎：ＪＲからの譲渡物件のため建築年数は不明であるが、おそらく40年以上は経過。
現在、さほどの老朽化は見られず、現状のまま継続使用。経年劣化が著しく使用困難となっ
た時点で廃止を想定している。
◆駐輪場：平成28年度に解体予定。但し、ＪＲとの共有部分が有るため解体工事にはＪＲ
の了解が必須であり、現在協議中。地元との協議はこれからだが、場合によっては簡易な雨
よけを設置することも検討（設置後の譲渡を条件とする予定）。

目標時期 上記記載のとおり
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改 ★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

コンクリート
ブロック造

延床
面積

11.52㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

2,799
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

265
(A)-(B)
効果額 2,534

⑴ 棟名称 公衆便所 建築年 昭和53年 構　造

自治区 浜田
大分類 その他 小分類 その他

地　区 国府

担当課 産業政策課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 154 施設名 金周布公衆便所
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定28 119

主な
内容

電気・水道料金、清掃委託料

(A)-(B)
効果額計

2,534

内　容

平成27年度中に周辺住民等へ文書配布により周知を図り、平成28年度のできるだ
け早い時期に解体予定。

目標時期 平成28年度当初解体

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 155 施設名
波佐団地公営住宅付属集会施設
（菅沢会館）

施設(棟)別 方針 地元譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 有

自治区 金城
大分類 その他 小分類 その他

地　区 波佐

担当課 金城支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

88.02㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

17,164
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,024
(A)-(B)
効果額

15,139

⑴ 棟名称 菅沢会館 建築年 昭和61年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

光熱水費等維持管理費は自治会負担

(A)-(B)
効果額計

15,139

内　容

地元への譲渡説明を平成27年度に実施予定、平成29年度譲渡を計画とする。

目標時期 平成29年度地元譲渡
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改 ★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

20.13㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

9,038
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

463
(A)-(B)
効果額 8,575

⑴ 棟名称 トイレ 建築年 昭和57年 構　造

自治区 旭
大分類 その他 小分類 その他

地　区 今市

担当課 旭支所市民福祉課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 156 施設名 旭支所庁舎前公衆便所
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定29 85

主な
内容

光熱水費・下水道使用料・修繕料・トイレットペーパー等雑費

(A)-(B)
効果額計

8,575

内　容

公衆便所の用地について、隣接する今市バス停のロータリー化用地として供するこ
とから、平成２８年度中に解体・撤去する。

目標時期 平成２８年度中に解体・撤去

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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改 ★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

2.10㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

943
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

48
(A)-(B)
効果額 895

⑴ 棟名称 林業施設給水施設 建築年 昭和63年 構　造

自治区 弥栄
大分類 その他 小分類 その他

地　区 安城

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 157 施設名 林業地域給水施設（栃木）
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

維持管理費なし

(A)-(B)
効果額計

895

内　容

施設（ポンプ小屋）の管理を地元自治会（地区給水施設利用組合）で行っている
が、現在は使用しておらず、平成29年4月1日に廃止する。

目標時期 平成29年4月1日廃止予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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改 ★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

2.54㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

1,140
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

58
(A)-(B)
効果額 1,082

⑴ 棟名称 林業施設給水施設 建築年 昭和62年 構　造

自治区 弥栄
大分類 その他 小分類 その他

地　区 安城

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 158 施設名 林業地域給水施設（若松）
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

維持管理費なし

(A)-(B)
効果額計

1,082

内　容

施設（ポンプ小屋）の管理を地元自治会（地区給水施設利用組合）で行っている
が、現在は使用しておらず、平成29年4月1日に廃止する。

目標時期 平成29年4月1日廃止予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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改 ★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

2.54㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

1,140
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

58
(A)-(B)
効果額 1,082

⑴ 棟名称 林業施設給水施設 建築年 昭和61年 構　造

自治区 弥栄
大分類 その他 小分類 その他

地　区 安城

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 159 施設名 林業地域給水施設（権現）
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

維持管理費なし

(A)-(B)
効果額計

1,082

内　容

施設（ポンプ小屋）の管理を地元自治会（地区給水施設利用組合）で行っている
が、現在は使用しておらず、平成29年4月1日に廃止する。

目標時期 平成29年4月1日廃止予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

番　号 160 施設名 岡見駅舎
施設(棟)別 方針

廃止(耐用年数経過後)
※公衆便所は単独建替え

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 三隅
大分類 その他 小分類 その他

地　区 岡見

担当課 三隅支所防災自治課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

52.60㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

10,257
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,210
(A)-(B)
効果額 9,047

⑴ 棟名称 駅舎 建築年 不明 構　造

木造
延床
面積

18.72㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

3,650
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

431
(A)-(B)
効果額 3,220

⑵ 棟名称 駅舎 建築年 不明 構　造

木造
延床
面積

24.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

4,680
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

4,680
(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 公衆便所 建築年 不明 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

駅舎：維持管理費なし

(A)-(B)
効果額計

12,267

内　容

現状の機能を確保することを基本とし、以下のとおり検討する。
◆駅舎：集落の集会施設として使用している。現在、さほどの老朽化は見られず、現状のま
ま継続使用。経年劣化が著しく使用困難となった時点で、同じ地区に同類施設（集会所）が
あることから、地元との協議のうえ、廃止を検討する（待合所、改札口はJR管理）。
◆公衆便所：利用者の利便を図るため必要施設と考え、必要な時期に単独建替えを検討する
（現時点では予定なし）。

目標時期 上記記載のとおり
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 161 施設名
ひゃこるネットみすみ情報ステー
ション

施設(棟)別 方針 民間移管

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 三隅
大分類 その他 小分類 その他

地　区 三保

担当課 三隅支所防災自治課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

鉄骨造
延床
面積

984.07㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

164,340
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

22,634
(A)-(B)
効果額

141,706

⑴ 棟名称
ひゃこるネットみ
すみ情報ステー
ション

建築年 平成15年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

現時点不明

(A)-(B)
効果額計

141,706

内　容

現在、石見ケーブルビジョン株式会社と業務一元化に向けて協議中

目標時期 未定
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 162 施設名 杉の森練習場
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 三隅
大分類 その他 小分類 その他

地　区 三隅

担当課 生涯学習課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

鉄骨造
延床
面積

165.62㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

27,659
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

3,809
(A)-(B)
効果額

23,849

⑴ 棟名称
太鼓置き場及び練
習場

建築年 平成9年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

現在使用を中止しているため、維持管理費は発生していない。

(A)-(B)
効果額計

23,849

内　容

現在は老朽化に伴い使用を中止しており、予算措置次第解体予定

目標時期 平成32年度までの解体を目標とする。
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３．効果額等一覧 単位：千円

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 時期未定
(H34年度以降含む)

効果額なし H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 時期未定

001.木田生活改善センター（木田公民館）【旭】 複合化 ○ 18,136 0
002.山ノ内生活改善センター【旭】 廃止(耐用年数経過後) ○ 31,648 0
003.和田生活改善センター【旭】 廃止(耐用年数経過後) ○ 43,200 0
004.重富生活改善センター【旭】 廃止(耐用年数経過後) ○ 41,220 0
005.本郷生活改善センター【旭】 廃止(耐用年数経過後) ○ 47,699 0
006.戸川生活改善センター【旭】 廃止(耐用年数経過後) ○ 19,943 0
007.東都川集会所【旭】 地元譲渡 ○ 15,336 0
008.西都川集会所【旭】 地元譲渡 ○ 18,536 0
009.来尾集会所【旭】 廃止(耐用年数経過後) ○ 15,048 0
010.市木生活改善センター（市木公民館）【旭】 複合化 ○ 18,136 0
011.弥栄図書館【図書館―弥栄】 複合化【前倒し】　 ○ 4,656 72 72
012.御便殿【博物館等―浜田】 統廃合 31,921 不明
013.浜田郷土資料館【博物館等―浜田】 統廃合 40,710 不明
014.金城歴史民俗資料館【博物館等―金城】 統廃合 10,192 不明
015.若生まなびや館【博物館等―金城】 地元譲渡 ○ 22,050 0
016.弥栄郷土資料展示室【博物館等―弥栄】 統廃合 10,125 不明

017.石見公民館後野分館【公民館―浜田】
地元譲渡
※屋内体育館のみ単独建替え

131,988 971

018.石見公民館佐野分館【公民館―浜田】 地元譲渡 1,051,268 1,525
019.石見公民館宇津井分館【公民館―浜田】 地元譲渡 ○ 39,563 650
020.石見公民館細谷分館【公民館―浜田】 単独建替え ○ 0 0
021.石見公民館長見分館【公民館―浜田】 地元譲渡 ○ 28,724 720
022.美川公民館東分館【公民館―浜田】 地元譲渡 ○ 32,336 610
023.美川公民館西分館【公民館―浜田】 地元譲渡 ○ 84,194 910
024.国府公民館宇野分館【公民館―浜田】 地元譲渡 ○ 124,789 1,080
025.国府公民館有福分館【公民館―浜田】 複合化 ○ 69,147 不明

026.和田公民館【公民館―旭】
廃止
※施設全体としては複合化

○ 4,320 0

027.杵束公民館【公民館―弥栄】 複合化【前倒し】 ○ 2,364 37 37
028.三隅公民館【公民館―三隅】 複合化 5,110 不明
029.三保公民館【公民館―三隅】 複合化 75,211 不明
030.井野公民館【公民館―三隅】 複合化 28,184 不明
031.黒沢公民館【公民館―三隅】 複合化 22,438 不明
032.都川ゲートボール場休憩所【スポーツ施設―旭】 地元譲渡 ○ 8,600 0
033.かなぎウェスタンライディングパーク【レクリエーション施設・観光施設―金城】 民間譲渡 615,873 20,572
034.森の公民館【レクリエーション施設・観光施設―金城】 民間譲渡 68,660 0
035.リフレパークきんたの里【レクリエーション施設・観光施設―金城】 民間譲渡 1,122,898 0
036.美又温泉国民保養センター【保養施設―金城】 民間移管 ○ 1,264,590 不明
037.美又温泉会館【保養施設―金城】 民間譲渡 ○ 91,065 不明
038.旭温泉あさひ荘【保養施設―旭】 単独建替え ○ 0 0
039.三階山森林総合利用施設【浜田】 廃止(耐用年数経過後) ○ 32,976 0
040.農村広場施設【浜田】 地元譲渡 ○ 26,987 205 205 205 205
041.農畜産物加工施設【金城】 民間譲渡 ○ 66,330 0
042.くざ会館（体育館）【金城】 地元譲渡 ○ 90,720 22
043.下来原林業協業活動センター【金城】 地元譲渡 ○ 70,800 277 277 277 277 277 277
044.かたらいの家【金城】 地元譲渡 ○ 42,785 504 504
045.地域材利用促進交流館【金城】 民間譲渡 39,388 0
046.エクス和紙の館【金城】 民間譲渡 ○ 273,887 667 667 667
047.縁の里地域振興施設【金城】 地元譲渡 36,120 370
048.山ノ内農作業管理休養施設旭豊1号館【旭】 廃止 ○ 102,453 68 68 68 68 68
049.山ノ内農作業管理休養施設旭豊2号館【旭】 廃止 ○ 71,568 0
050.弥栄農産物処理加工施設第2工場【弥栄】 廃止 ○ 134,784 206 206 206 206 206 206
051.雲雀丘小学校【学校―浜田】 複合化 138,641 不明
052.石見小学校【学校―浜田】 複合化 33,968 不明

053.美川小学校【学校―浜田】
複合化※プール附属室のみ廃止(耐
用年数経過後)

111,828 不明

054.雲城小学校【学校―金城】
複合化※プール専用附属室のみ廃止
(耐用年数経過後)

28,469 不明

055.波佐小学校【学校―金城】
複合化※プール専用附属施設のみ廃
止(耐用年数経過後)

12,318 不明

056.今市小学校【学校―旭】 廃止 ○ 1,100,412 0

057.弥栄小学校【学校―弥栄】
単独建替え
※施設全体としては複合化

○ 0 0

058.第一中学校【学校―浜田】
廃止(耐用年数経過後)
※施設全体としては複合化

92,016 0

059.第四中学校【学校―浜田】 複合化 117,994 不明

行財政改革実施計画対象

維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額

施 設 名

将来更新投資額削減予測額
注）整理を目標とする年度の欄に額を計上しています

施設別方針
行財政改革

実施計画対象
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３．効果額等一覧 単位：千円

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 時期未定
(H34年度以降含む)

効果額なし H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 時期未定

行財政改革実施計画対象

維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額

施 設 名

将来更新投資額削減予測額
注）整理を目標とする年度の欄に額を計上しています

施設別方針
行財政改革

実施計画対象

060.金城中学校【学校―金城】
複合化※プール附属棟のみ廃止(耐
用年数経過後)

97,550 不明

061.旭中学校【学校―旭】 複合化 63,767 不明
062.向野田教員住宅【その他教育施設―三隅】 廃止(耐用年数経過後) 35,857 0
063.原井幼稚園【幼稚園・保育園・こども園―浜田】 統廃合 ○ 46,625 3,000
064.石見幼稚園【幼稚園・保育園・こども園―浜田】 統廃合 ○ 53,118 No.63にて計上済

065.子育て支援センター【幼児・児童施設―浜田】 複合化 ○ 34,749 不明
066.やさか児童クラブ【幼児・児童施設―弥栄】 廃止 ○ 14,101 240 240 240 240 240
067.あさひやすらぎの家【高齢福祉施設―旭】 民間譲渡 ○ 27,924 488 488 488 488 488
068.やさかやすらぎの家【高齢福祉施設―弥栄】 民間譲渡 ○ 30,100 800 800 800 800
069.弥栄老人福祉センター【高齢福祉施設―弥栄】 複合化【前倒し】　 ○ 50,246 1,607 1,607
070.老人憩いの家【高齢福祉施設―弥栄】 複合化【前倒し】　 ○ 37,007 730 730
071.三隅デイサービスセンター【高齢福祉施設―三隅】 民間譲渡 ○ 95,220 0
072.あさひひまわり工房【障害福祉施設―旭】 民間譲渡 ○ 57,620 4,300 4,300 4,300 4,300 4,300
073.みすみ地域活動支援センターきずな【障害福祉施設―三隅】 民間移管 ○ 40,826 4,300 4,300 4,300 4,300 4,300
074.あさひふれあいプラザ【その他社会福祉施設―旭】 民間譲渡 ○ 22,231 422 422 422 422 422
075.金城支所庁舎【庁舎等―金城】 複合化 122,047 不明
076.久代分団2班消防ポンプ車庫【消防施設―浜田】 廃止 ○ 3,698 23 23 23 23 23
077.消防無線中継基地局【消防施設―三隅】 廃止 ○ 1,712 22 22 22 22 22 22
078.岡崎コミュニティ消防センター【消防施設―三隅】 地元譲渡 ○ 18,982 0
079.鹿子谷コミュニティ消防センター【消防施設―三隅】 地元譲渡 ○ 14,352 0
080.市役所田町分室【その他行政系施設等―浜田】 廃止(耐用年数経過後) ○ 57,964 0
081.公用車両（除雪車等）車庫【その他行政系施設等―旭】 単独建替え 0 0
082.都川団地住宅【公営住宅―浜田】 廃止 23,963 0
083.後野災害特別住宅【災害住宅―浜田】 入居者等譲渡 ○ 10,454 0
084.河内災害特別住宅【災害住宅―浜田】 入居者等譲渡 ○ 10,454 0
085.宇津井災害特別住宅【災害住宅―浜田】 入居者等譲渡 ○ 10,454 0
086.仲三団地2号【災害住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 10,454 0
087.仲三団地3号【災害住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 10,454 0
088.仲三団地4号【災害住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 12,854 0
089.仲三団地6号【災害住宅―弥栄】 廃止 ○ 12,854 0
090.仲三団地7号【災害住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 12,879 0
091.災害公営住宅(杖田) 【災害住宅―三隅】 入居者等譲渡 ○ 11,218 0
092.災害公営住宅(岡見) 【災害住宅―三隅】 入居者等譲渡 ○ 11,218 0

093.黒川改良住宅【改良住宅―浜田】
黒川改良店舗：入居者等譲渡
黒川集会所：単独建替え

○ 11,182 0

094.雇用促進住宅小福井団地【雇用促進住宅―浜田】 民間譲渡 ○ 1,377,765 0
095.雇用促進住宅国府団地【雇用促進住宅―浜田】 民間譲渡 ○ 2,171,898 0
096.雇用促進住宅内田団地【雇用促進住宅―浜田】 民間譲渡 ○ 1,671,257 0
097.雇用促進住宅金城団地【雇用促進住宅―金城】 民間譲渡 ○ 2,075,688 0
098.今福一般住宅2号【一般住宅―金城】 廃止 ○ 13,244 0
099.七条一般住宅2号・3号【一般住宅―金城】 廃止(耐用年数経過後) 25,535 0
100.和田一般住宅【一般住宅―旭】 廃止 ○ 6,792 0
101.若者定住住宅【若者住宅―三隅】 入居者等譲渡 28,951 0
102.弥栄定住化推進住宅1【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,558 0
103.弥栄定住化推進住宅2【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,249 0
104.弥栄定住化推進住宅3【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,558 0
105.弥栄定住化推進住宅4【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 22,974 0
106.弥栄定住化推進住宅5【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,040 0
107.弥栄定住化推進住宅6【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,405 0
108.弥栄定住化推進住宅7【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,249 0
109.弥栄定住化推進住宅8【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,801 0
110.弥栄定住化推進住宅9【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,450 0
111.弥栄定住化推進住宅10【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,403 0
112.弥栄定住化推進住宅11【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 21,025 0
113.弥栄定住化推進住宅12【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,360 0
114.弥栄定住化推進住宅13【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,040 0
115.弥栄定住化推進住宅14【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,451 0
116.弥栄定住化推進住宅15【弥栄定住化住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,403 0
117.大和屋住宅【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 42,039 0
118.塚ノ元住宅1号棟【地域定住住宅―弥栄】 単独建替え ○ 0 0
119.塚ノ元住宅2号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 38,296 0
120.塚ノ元住宅3号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 15,652 0
121.上神代屋住宅【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 27,845 0
122.城北住宅1号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,642 0
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行財政改革

実施計画対象

123.城北住宅2号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,952 0
124.城北住宅3号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 20,078 0
125.錦ケ岡住宅1号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,295 0
126.錦ケ岡住宅2号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 18,690 0
127.錦ケ岡住宅3号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 18,342 0
128.錦ケ岡住宅4号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 18,189 0
129.錦ケ岡住宅5号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 17,522 0
130.錦ケ岡住宅6号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 29,587 0
131.長安住宅1号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 108,635 0
132.長安住宅2号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 36,079 0
133.長安住宅3号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 37,145 0
134.長安住宅4号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 21,672 0
135.栃木住宅1号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,524 0
136.栃木住宅2号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 23,865 0
137.栃木住宅3号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 20,858 0
138.栃木住宅4号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 19,691 0
139.栃木住宅5号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 24,080 0
140.栃木住宅6号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 21,603 0
141.栃木住宅7号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 24,080 0
142.寺組住宅1号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 37,076 0
143.寺組住宅2号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 35,642 0
144.寺組住宅3号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 35,205 0
145.寺組住宅4号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 22,353 0
146.下谷住宅1号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 17,991 0
147.下谷住宅2号棟【地域定住住宅―弥栄】 入居者等譲渡 ○ 18,232 0
148.八戸川農村公園【旭】 地元譲渡 ○ 3,652 0
149.三隅ごみ処理センター【三隅】 廃止 ○ 254,424 0
150.一般廃棄物最終処分場【三隅】 廃止 ○ 39,175 0
151.旧落合金次郎宅【浜田】 廃止(耐用年数経過後) ○ 15,351 0
152.長沢防災備蓄倉庫【浜田】 単独建替え ○ 0 0

153.周布駅舎【浜田】
廃止(耐用年数経過後)
※駐輪場は廃止

○ 8,496 14,224 67

154.金周布公衆便所【浜田】 廃止 ○ 2,534 119 119 119 119 119 119
155.波佐団地公営住宅付属集会施設（菅沢会館）【金城】 地元譲渡 ○ 15,139 0
156.庁舎前公衆便所【旭】 廃止 ○ 8,575 85 85 85 85 85
157.林業地域給水施設（栃木）【弥栄】 廃止 ○ 895 0
158.林業地域給水施設（若松）【弥栄】 廃止 ○ 1,082 0
159.林業地域給水施設（権現）【弥栄】 廃止 ○ 1,082 0

160.岡見駅舎【三隅】
廃止(耐用年数経過後)
※公衆便所は単独建替え

12,267 0

161.ひゃこるネットみすみ情報ステーション【三隅】 民間移管 141,706 不明
162.杉の森練習場【三隅】 廃止 ○ 23,849 0

【Ａ】単年度効果額 1,758,386 71,276 1,861,293 503,072 247,658 689,735 8,474,256 4,391,187 0 624 10,550 11,555 12,222 15,172 22,164 23,505

【Ｂ】H27年度以降効果額累計 1,758,386 1,829,662 3,690,955 4,194,027 4,441,685 5,131,420 13,605,676 17,996,863 0 624 11,174 22,729 34,951 50,123 72,287 95,792

【Ｃ】単独建替えの場合の更新投資額累計 （第1期対象外施設も含む）

【Ｂ/Ｃ】削減比率（金額ﾍﾞｰｽ） 1.3% 1.4% 2.8% 3.2% 3.3% 3.9% 10.2% 13.5%

132,952,076
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